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1.　はじめに

著者は物理学の研究者で、ネットワークの
専門家ではない。しかし、様々な人物との出
会いを契機として、インターネットの立ち上
げに関与することになった。その経験の中か
ら、われわれ一人一人が、連携しながら一歩
ずつ前に進むことで社会が変わっていくのだ
ということを経験した。

2.　私的な歴史

著者が大学院生だったのは 1964 から 1968
年だが、当時はオンラインで実験データを取
得するという、今では当たり前のことが出来
なかった。

そこで、論理回路が組み込まれた図 1 に示
す DECⅰ 社 の Digital Systems Module（ 通
称 DEC カード）を利用して加速器実験のデー
タ収集を行った。DEC カードの入出力は、
カードの裏側のワイヤタップで行うため、バ
グが見つかるとワイヤラッパという道具を
使ってワイヤを切ったり外したりして修正す
るといった具合だった。実験の生データを
DECカードの組み合せでフィルタリングして、
DEC テープと呼ばれる紙テープに保存した。
同時に、実験を写真フィルムに記録したもの

をスキャンしてデジタル化し、紙テープのデー
タと合わせて IBM7094ⅱという大型計算機を
使ってオフラインでデータを解析していた。

図 1　Digital Systems Module（DEC カード）

博士論文は大型加速器を使った中性中間子
の崩壊に関するものだった。その実験は、素
粒子物理では非常に重要な「CP 非保存の発
見」の流れの一部であり、プリンストン大学
の指導教官はノーベル賞を受賞された。そし
て、最終的には小林・益川両氏のノーベル賞
受賞対象となる CP 非保存の理論に繋がった。

PhD 実験では、粒子検出に大阪市立大学
で発明されていたスパークチェンバーⅲを利
用した。図 2 に示す装置で、スパークの様子
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概要：インターネットは、国際勧告を「無視」した「米国仕様」で世界に広まってしまった歴史がある。国際勧告を無視
していたゆえに、長い間、日本の官公庁の委員会では「認知」されなかった。しかし、1985 年ごろになると、大学や国公
立の研究所、企業の情報関係者の間には、「この革命的な技術に乗り遅れるわけには行かない、何とかしなければ」との連
帯意識が生まれていた、公的な資金が得られなくても、自分たちで何とかしようと「草の根運動」を立ち上げる中心となっ
たのが、WIDE であった。著者が関与した TISN も、企業に寄付や機材の無償提供をお願いし、参加機関と運営経費を分
担しながら国公立の研究機関や大学、東大を経由して国際インターネットへ接続するサービスを開始した。いま考えると「公
的に認知されていなかった」ゆえに、規則に縛られず、「やるべきことを推進しよう」との合言葉で、現場の担当者が自由
に活動できたのだと思う。1995 年ごろには、日本の官公庁も、米国が決めていた仕様でのインターネットを「認知」する
ようになった。そうなると、官公庁やその配下の研究所が予算を取り合うようになり、インターネットは国のインフラと
位置づけられてしまい、現場の担当者は、上から押し付けられた維持管理業務に忙殺されはじめる。インターネット関係
の研究開発も、インフラ整備からアプリ開発に重心をシフトしながら、あらゆる社会活動を巻き込む、「怪物」となってゆ
く。現在では、クラウド・コンピューティングの普及、タッチパネルデバイスの台頭、ソーシャル・ネットワークの広がり、
位置情報を利用したアプリの普及、近接電波通信などが、近未来のインターネット利用を特徴付けるとされている。同時に、
情報の発信者や受信者、さらにその間を取り持つサービス・プロバイダーが大きく変わろうとしている。人と人が意識し
て情報を交換するインターネットは限界に達し、人が無意識に有形無形の組織が管理するアプリと情報をやりとりするよ
うになっている。科学技術を細分化していた「枠」や、省庁や学部の管理体制の「枠」、さらには国境を越えた、幅広いコ
ラボが必要となっている。インターネットを結ぶといった、「よく見える目標」が立てられなくなった今、日本社会が不得
手とする「はっきりした目標が設定できない」状況の中で、多くの組織をまたがり、国際的なコラボを展開しなければな
らない。どのような組織化をすれば良いのか、いくつかの例を引用しながら、意見を述べたい。
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を撮影し、電子回路で得られたデジタル情報
は NIXIE チューブⅳで表示し写真に収めた。

図 2　スパークチェンバー

その後 1980 年頃には、DEC 社は小型中型
計算機の市場で大きなシェアを取り、歴史に
残る中型計算機 VAX を世界に普及させた。
そして世界の VAX を通信網で接続した
DECnet を構築したのだ。VAX 間ではデー
タ交換やリモート・ログオンもできるように
なった。著者の研究室の VAX の番号が四万
三千番台だったので、全世界でも接続台数は
十万台程度だったと推測する。著者たちは、
東大から Stanford や UC Berkeley の研究所
に設置していた VAX にログオンできたのだ。

同じ頃に Unix ベースのメールも世界各地
で広まっていた。少し遅れて IBM 社は自社
の計算機ユーザ間でメールやニュースの配信
をする BITNET を開始している。

1983 年 に 軍 事 用 の 計 画 で あ っ た
DARPANET か ら 軍 事 を 切 り 離 し た
ARPANET が、Stanford や UC Berkeley な
どの研究者間で使われ始めた。パソコンで動
く Unix、BSD が生まれた時代でもあった。
当時、UC Berkeley（LBL）やStanford（SLAC）
と共同研究していた著者たちを含む多く人た
ちは、革命を実感していた。

一方、日本では 1984 年に村井純氏、石田
晴久氏などが中心になって、今のインター
ネットに相当する JUNET が開始されている。

著者の東京大学理学部物理学科の研究室は
DECnet で世界と接続されていたのだが、
1985 〜 1986 年頃に石田晴久氏や村井純氏が
訪ねてきて、DECnet から TCP/IP に基づく
インターネットに切り替え、UC Berkeley
と 接 続 す る よ う に 要 請 さ れ た。 そ れ が
TISNⅴ誕生のきっかけになった。

3.　 1980 年代前半：米国で地殻変動が
始まった

カリフォルニアを始めとした世界各地でコ
ンピュータネットワークの地殻変動が始まっ
ていて、これに乗り遅れると取り返しがつか
ない状況だった。日本では、著者の研究室に
繋がっていた KDD の国際回線を使ってデー
タを学外に転送することは違法であった。

さらに、TCP/IP ベースのインターネット
がネットワークの OSIⅵ基準を無視して、ア
メリカが一方的に推進したことに対する不満
も、克服しなければならなかった。

そういう時代背景であったので、インター
ネットの予算要求は、政府の委員会で認めら
れなかった。そこで、著者達は官公庁及び大
学の首脳陣と相談して、各機関で費用を持ち
寄って対応することを構想した。また当時の
郵政省の課長から「絶対に先生方を逮捕する
ようなことはしません。なんとか法律を変え
させます」という励ましの言葉を頂いた。こ
のような状況下で、企業から寄付を集め、理
化学研究所や宇宙科学研究所などの機関から
分担金を集めて始まったのが TISN だった。

TISN のネットワークは拡大していったが、
今考えると、この時代のインターネットには、
明確な目標があった。接続機関数とユーザ数、
パケット通信量が進歩の指標になっていて、
これらを増やすことに邁進していた。協力し
てくれた研究所にも図 3 や図 4 の成果を示し
て、分担金が有効に使われていることを了承
していただいた。

若い研究者たちの職場は限られていたが、
インターネットのルーティングのエクスパー
トになると、よい就職先が見つかった。また
達成すべき目標も明確だったので、自然に協
力しあい、インターネットを普及させること
ができた。もちろん村井純氏が一番の貢献者
だが、石田晴久氏たちのサポートもあり、
WIDE グループを中心に、若者が存分に力
を発揮できた時代であった。著者は裏方の仕
事を担っていたが、KDD の小西和憲氏から

「名脇役」というお褒めの言葉を戴いたⅶ。
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図 3　1994 年 6 月の TISN 接続機関

図 4　TISN の国内トラッフィックの増加

振り返ってみると、大学が積極的に国公立
研究所や企業間の連携の中心になっていたこ
とに驚く。日本の大組織には、細かな規則や
慣習を盾に、新しい試みを「阻止する」ある
いは「簡単ではないよ」と諌める事務方が多
いが、「インターネットに乗り遅れるわけに
はいかない」と思う組織のトップが、「大学
を支援する」との大義で、道を開いてくれた。

4.　 現在の問題：変幻し続ける多次元
需要に対応しきれない日本社会

ここまで過去を振り返ってきたが、より重
要なのは将来のことである。現在成功してい
ている Apple も Google も、10 年後に同じビ
ジネスモデルで生き延びている可能性は小さ
いと感じる。インターネットもモバイルネッ
トワークも、省庁や大企業の完全な支配下に
ある。インターネットが立ち上がった時のよ
うな「無法状態」も消えたし、「はっきりし
た大義」も見えない。多次元的技術を多次元
的社会に適応してゆかねばならない。日本の
社会、具体的には、日本の大組織が苦手とす

る問題に直面している。公的資金を、多次元
的に流すことは、「ばらまき」として敵視さ
れるし、柔軟に配分することは、「不正を生む」
として、始末書などで監視される。資金配分
が概算要求時に固定され、柔軟性が失われる。

公的資金の中で柔軟性があった、文部科学
省（学術振興会）の科学研究費も、法人化さ
れた大学を跨いで申請することは、難しく
なっている。企業も財政的に苦しく、大学に
寄付をできなくなっている。

この事情を反映しているのが、インター
ネットやモバイルネットワーク上でのアプリ
事業の展開の遅れである。米国や欧州などの
大学や研究所の周りから起された多くの事業
と比較すると、寂しい思いになる。

この背景には、公的資金の流れとは別に、
日本固有の深刻な事情がある。研究開発の中
心となるべき大学に、大学院生が来なくなっ
ている。比較的予算で恵まれている国公立研
究所では、多くの研究者が後継者を養成でき
ないまま定年を迎える。大企業では、発想を
試してみる場が与えられない。地域大学に大
学院生を呼び戻し、国公立の研究所や企業の
研究所と協力し、後継者を育成している米国
や欧州の事情と比較しながら、日本が抱える
問題点を浮かび上がらせたい。

4.1　大学生数の地域分布

日本に「新しい発想」が出ないことを「証
明」する事例として、「地域社会の再生」を
取り上げる。首都圏にある国会、官公庁、経
団連、有識者から提案され、地方自治体の
トップを呼びつけ、「中央で考えた方策」を
押し付ける構図である。最前線で兵士がどの
ような劣悪な環境で、どれだけ苦戦を強いら
れているかを知らないまま、突撃指令を出し
続け、悲惨な「戦死者」を生み出した、旧日
本軍の大本営と酷似している。本質が見えて
いない。

大学生の分布が首都圏に集中していると言
われるが、その事情は図 5 からも分かる。東
京圏と地方圏の学生数は 2 対 1 の比率になっ
ている。

学生分布の偏在に関するお茶の水女子大学
の修士論文ⅷによれば、日本の状況は図 6 の
通りで、地域別の人口と学生数が比例してい
ないことが判る。左下の部分が人口の割に学
生がいない町であり、右下端に飛び出してい
るのが東京である。
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図 7 はアメリカの状況だが、おおむね比例
関係にあることが分かる。ボストンやニュー
ヨーク周辺、サンフランシスコ周辺に大学は
集中しているが、学生数は人口に比例した健
全な分布をしている。

フランスではパリに大学が集中しているよ
うな印象があるが、学生数、大学数は人口に
比例して国全体に分布している。イギリスも、
ケンブリッジやオックスフォードばかりでな
く、スコットランドなどの地方にも有名で優
れた大学が多くある。

さらに驚くべきことがある。研究者と大学
院生の分布の比率をみると、首都圏は研究者
一人当たりの大学院生数が一番少ない地域と
なっていることだ（図 8）。学生は首都圏と
関西圏に集中しているのだが、それ以上に研
究者が首都圏に集中しているのだ。従って、
筑波地区の国公立研究所に所属する優れた研
究者の大半は、後継者となるべき大学院生を
育てないまま、研究生活を終えることになる。
大学院生がいない分、研究の多くの部分を企
業に「投げる」。大学院生が参加出来れば、

図 5　大学生数の地域分布

図 6　日本の学生分布
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地方大学から優れた後継者が育ち、多くの野
心的な修士論文、博士論文が出たであろう。
残念だ。

情報（IT）関係になるとさらに偏在が強
くなる。図 9 の通り IT 研究者は首都圏に異
常に集中し、関西圏は 10 分の 1 にすぎない。

4.2　局所的・短期的に最適化する社会

高校は、生徒に有名大学に楽に入れる選択
を勧める。私立大学は文系の学費で稼がざる

を得ないので、全大学で平均すると、理工系
専門教育を受ける人はもともと少ない。さら
に、官公庁でも大企業でも、理工系専門職は
出世できないとたたき込まれる。例えば、ノー
ベル賞の噂に上がるような研究者でも 40 歳
台半ばに差し掛かると、どこかの大学に移籍
するか、研究現場を離れて管理職になれと言
われる。これらは、山下清画伯の言葉を借り
れば、「軍隊」のように、一次元の序列を作
り、上下関係をはっきりさせたがる日本人の
悪習の現れである。優れた技術者を管理職に

図 7　米国の学生分布

図 8　皮肉な現実：首都圏の研究機関は学生不足
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転向させる結果、情報技術の国際規格策定の
主導権争いでも、国際的に活躍し続ける熟年
の研究者・技術者を出せないまま負けてゆく。
官公庁では、もっと悲惨な状況がある。

この流れから、図 10 の通り企業は博士号
の取得者を避けるので、企業内の博士の割合
は驚くばかりに低くなっている。

4.3　ではどうすれば良いのか

著者はドイツの例をモデルにしたいと考え

ている。ドイツにはマックス・プランク・ゲ
ゼルシャフトⅸという非常に大きな連邦・州・
産業界連携の公的研究所群がある。これは日
本の官公庁の研究所群を全部束ねたようなも
ので、ディレクターと呼ばれる所長（研究者）
の下に数十から数百人の研究員を抱えた研究
所を 100 近く、ドイツや全世界に展開してい
る。ほとんどは大学のキャンパス内や近くに
配置され、大学と緊密に提携し、大学院生の
指導に参画している。

日本でも、同様に首都圏に集中した国の研

図 9　IT 関係の首都圏偏在

図 10　企業は博士号取得者を避ける
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究機関を、10 から 20 の中規模研究グループ
に分割し、それら研究グループを幾つかまと
めた研究所を全国の中核都市の大学周辺に設
置すればよい。各研究グループは地域の大学
と連携することにより、大学院生を指導でき
る研究者数が、大幅に増える。こうして地域
大学が研究力を強化すれば、地域産業を活性
化させ、地域政策の立案に協力することが可
能となる。また研究者は、大学院生を指導す
ることで、その地域が必要とする後継者を養
成することができる。

5.　大学発ベンチャーの行き詰まり

日本の大学発のベンチャー企業は行き詰っ
ていると言わざるを得ない。補助金が出る時
期は数多く設立されたが、補助金が終わると
無くなってしまう。つまり 5 年計画とかで官
公庁が起業支援制度を作ると応募するが、そ
れが終わると持続できないのだ。

アメリカでは、面白いテーマだから可能な
範囲で実証実験をやろうという態度で起業を
提案する。しかし、日本は官公庁主導なので、
見栄えの良いテーマを選ぶのだが、持続可能
性そのものは、ほとんど問題にされない。

起業家の恐らく 9 割以上は失敗すると思わ
れるが、日本では失敗者のレッテルを貼られ
て、再起の機会が与えられないまま葬り去ら
れる。しかしアメリカでは、起業の過程でリー
ダーシップを発揮し人脈を活用し、マネジメ
ント能力を示した若者を捨て去りはしない。
投資家は失敗したベンチャーの中からそのよ
うな優れた人材を引き抜き、新しい起業グ
ループを作る。つまり、ベンチャー起業は、
その成否より、リーダーシップを発揮できる
有能な人材を発掘する場となっている。

企業がある程度成功しても、そのままで成
長するとは限らない。起業者は、多くの場合、
買い手を探す。アンドロイド社が Google に
買い取られ、アンドロイド・スマホが生まれ
たように、吸収・買収した側も、吸収された
部門のヘッドに、自社からビジョンも先見性
もない部門長を据えたりしない。起業家がも
つ技術的な先見性を尊重し、優れた技術者は
優遇する。マネジメント面での支援に徹する。

6.　でも成功例はある：それらに学ぼう

日本の誇るべき成功例として、著者が思い
当たるのは、インターネットでは WIDE グ
ループがある。これについてはご存知の方が

多いと思うので、URL の紹介に留める。
http://www.wide.ad.jp/
また CPU や OS の開発では、TRON 計画

がある。この計画も、世界的に成功しており、
URL の紹介だけにとどめる。

http://www.t-engine.org/ja/
成功例の一つとして、まつもとひろゆき氏

の開発したオブジェクト指向のスクリプト言
語である Ruby をあげたい。これは島根県が
支援していることも特記しておきたい。県民
や日本全国のボランティアの支援も篤い。国
外で開発されたフレームワーク、Ruby on 
Rails の普及により、Ruby は世界的な言語
となっていったと言える。

著 者 の 本 業 に 近 い 素 粒 子 物 理 で は、
GEANT4ⅹという名称の荷電粒子または粒子
が物質中で引き起こす様々な相互作用をシ
ミュレーションするプログラムの例を紹介し
たい。これは CERN と日本が中心になって
1980 年代から開発されたものだが、1990 年
代の初めから、FORTRAN で書かれたプロ
グラムをオブジェクト指向の C++ で書き直
すことを日本のグループが提案して、これを
実行している。このプロジェクトでは福井大
学、鳴門教育大学、広島工業大学などの地方
大学の研究者が大活躍をしてきた。

高エネルギー加速器研究機構（KEK）が
開発部隊の数名を雇用し、ユーザーコミュニ
ティを支えてきたことが、成功の大きな要因
である。国立研究所のサポートがあって、地
方大学の研究者が国際的に活躍できている。

ヒッグス粒子の発見はノーベル賞を受賞し
たが、その裏には GEANT4 という優れたプ
ログラムの存在があり、そこに日本人が非常
に大きな貢献をしてきた。開発者の中心人物
の一人、広島工業大学に居た浅井慎氏は、ス
タンフォードの SLAC 研究所にヘッドハン
トされたが、日本人の貢献は続いている。日
本の大学や研究所も、欧米の大学や研究所の
ように、待遇を個別に交渉し、優れた研究者
に国際レベルの待遇を出せるようにしてほし
い。

国立情報学研究所や情報通信研究機構など
大規模で世界的に活躍している中核研究機関
は、日本国内の中小規模の大学に所属の優れ
た研究者をサポートする義務を負っていると
思う。それができないと、地方大学で世界的
に活躍することは至難の業になっている。

インターネットの応用では、北海道には医
療ネットワークに取り組んでいる辰巳治之ⅺ

氏がいる。離島や僻地に住む妊婦に超音波診
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断装置をつけ、インターネットを通じて情報
を取得し、遠隔地診療を行っている。これは
辰巳氏の活動力に負うところが非常に大き
い。

これら成功例を見てくると、大学が中核と
なっていることが判る。硬直化した管理体制
のもとに運営される、官公庁直轄の国立研究
所、他企業との人事交流も皆無の日本の大企
業では、唯一、「大学の先生方だから、少し
は無理を聞いてあげよう、優秀な学生さんを
紹介してもらえるかもしれないので」との寛
容さで、新しい試みに参画することができて
きた。大きな国立大学以外には、大学院生が
来なくなって久しい。数十年前には先生方が、
大学院生の研究指導を通して行ってきた国公
立研究所や企業の研究所との交流も、いまで
は途絶えてしまった。これが危機的な状況で
あることを、官公庁や政治家には判っていな
い。予算を集中投資すれば、効率が上がると
信じている。

7.　�社会の歪みを反映しているIT 部門：
改革の先兵となれ

IT 部門が、物理や数学と違う点として、
社会の歪みを反映せざるを得なかった点があ
る。大学にとって新参であった IT 部門は、
理学部系、工学系、さらに工学の中でもソフ
ト系やハード系など数多くの部門の隙間で成
長してきた。そのため、いまだに研究室や研
究機関が細分化されており、例えば東京大学
には IT 関係の学科が 8 つもあると聞いてい
る。

こうした逆境はかえって今の日本を改造し
ていくインセンティブになり得る。改革の必
要性を感じる人が多いからだ。インターネッ
トを立ち上げた時のように、科学技術や社会
改革の先兵になるべく、学長室や所長室、社
長室に詰め寄って欲しい。

官公庁直属の研究所や大企業は、規則や慣
習に縛られているが、大学との協力となれば、
柔軟に対応できる場合が多い。日本の大学も、
米国や欧州の大学に学び、積極的に国公立研
究所や企業の研究所との協力を強めるべき
だ。中核研究機関も大学院生の研究指導や教
官との協力を、所内では難しい野心的な試み
の場として活用して欲しい。

ⅰ	 DEC は Digital Equipment Corporation の略称
	 http://ja.wikipedia.org/wiki/Digital_Equipment_

Corporation
ⅱ	 IBM7094
	 http://ja.wikipedia.org/wiki/IBM_7090
ⅲ	 宇宙線を見る〜スパークチェンバーはなぜ動く〜
	 http://legacy.kek.jp/newskek/2003/sepoct/

sparkchamber.html
ⅳ	 http://ja.wikipedia.org/wiki/ ニキシー管
ⅴ	 http://www.wdic.org/w/WDIC/TISN
ⅵ	 http://ja.wikipedia.org/wiki/OSI 参照モデル
ⅶ	 「インターネット 歴史の一幕：インターネット黎

明期の名脇役　釜江常好先生」https://www.nic.
ad.jp/ja/newsletter/No31/050.html

ⅷ	 お茶の水女子大学 大和田香代氏　昭和 48 年修士
論文

ⅸ	 マックス・プランク研究所
	 http://ja.wikipedia.org/wiki/ マックス・プラン

ク研究所
ⅹ	 GEANT4
	 http://geant4.cern.ch/
ⅺ	 http://www.sapmed.ac.jp/ 〜 tatsumi/
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